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教員育成をめざす教職課程の構想Ⅲ 
‐私立大学における教員養成の歴史と課題１‐ 
 
田子 健 １ 
 
ここに収録する資料は、全国私立大学教職課程研究連絡協議会（現・一般社団法人全国私立大学
教職課程協会）が創立 30 周年を記念して刊行した記念誌から、「30 周年記念座談会‐30 年の歩み
とこれから‐」（東海地区私立大学教職課程研究連絡協議会）の座談会記録（『私立大学の教師教育
改革‐三十年の歩み‐』2012 年、58－73 頁所収）を再録したものである。1970 年代後半からの私
立大学における教員養成の事実、大学と教員養成政策との関わり、教育職員免許法改正への対応等
が縦横に語られており、興味深い。続稿「私立大学における教員養成の歴史と課題２」を論じる準
備としておきたい。収録にあたり、いくつか時期区分を加えるなど編集したほか、全体の１割程度
を割愛した。 
 
東海地区私立大学教職課程研究連絡協議会 
３０周年記念座談会 
―３０年の歩みとこれから― 
 
開 催：2012年5月5日（土曜日) 
会 場：名城大学名駅サテライト ディスカッションルームl 
出席者：宇田  光（南山大学） 
    酒井 博世（名城大学） 
    渡邉  正（愛知大学） 
司 会：田子  健（日本女子体育大学（当時） 
 
はじめに 
田子 本日はお忙しいところお集まりいただきまして本当にありがとうございます。これから東海地区私立大学
教職課程研究連絡協議会30年のあゆみを振り返る座談会を始めたいと思います。当協議会は1978年の11月に第1回
の設立総会をもって今日まで、正確には35年の歴史を歩んでおります。今日は現在、教員養成制度の改革というこ
とを言われている時でありますので、今までを振り返り、これからの見通しを得るということで4人の先生にお集
まりいただいております。南山大学の宇田先生、名城大学の酒井先生、愛知大学の渡邉先生でございます｡よろし
くお願いいたします。それから私が、今まで東海地区でお世話になったということで加えていただいております田
子でございます。 
それでは座談会の初めに、現在の事務局校である名城大学の酒井先生の方から本日の座談会の趣旨などについて
お話をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 
______________________________________    
１東京薬科大学生命科学部教職課程研究室 
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 酒井 今日はお忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございます。いま大体のことは田子先生からお話
しいただいたのですが、現在この東海地区の代表世話人をしておりますので、今日のこの会議の基本的な性格とい
いますか、趣旨をちょっと簡単にお話しさせていただきます。 
 実は全私教協が1980年に設立されて、数年前に30年を迎えまして、現在の理事会において全私教協30周年記念誌
を発行しようということが方針として確認されました。そのためにいろいろな内容が企画されて、今その出版に向
けての準備が進んでいるのですが、その企画の中で、各地区協議会のおおよそ30年の歩み、あるいは今後のあり方
等についても全私教協の30周年記念誌に掲載したいということで、現在の全私教協事務局校、玉川大学から要請が
ございました。この要請に応えて、今日のこの会を開かせていただいたということです。この記念誌の内容は、各
地区で基本的に地区協議会の発足や運営にこれまで代々参加され、ご尽力された方々にお集まりいただいて、いわ
ば座談会形式で自由にお話しいただいて、それを文章化して掲載するという形態を取りたいということでございま
す。 
 そういうことでございますので、今日はこの東海地区の歴代の代表世話人の方々全員というわけには参りません
でしたが、お集まりいただきましてそれぞれの時代を思い起こしながら、これまでの東海私教懇の流れをお話しい
ただければというふうに思っております。時間が90分と限られた中でございますので、ご自由にお話しいただけれ
ばと思います。よろしくお願いいたします。 
 
私立大学における教員養成に係る協議会の創設 
田子 どうもありがとうございます。それではこの協議会の創設のころのお話を是非伺いたいと思います。渡邉
先生、最初のころのお話をお願いできますか。 
渡邊 今、酒井先生のほうから東海地区の組織化は1978年の総会と、それから全私教協が1980年ということです
が、私が今の愛知大学に赴任したのは1977年です。直接は教職課程の担当ではなかったのですけれども、科目の担
当者ということもありまして、教職課程に関わることになりました。そういう関係で教職課程の東海地区での組織
化、それから全国の組織化に関わって、周辺からいろいろ話を聞いたりして、途中から初期の10数年、直接参加し
たり、参画をすることになりました。したがってその当時の先生方はもうほとんどおられませんので、私のほうか
ら少し紹介させていただきます。 
 まず全国組織と東海地区の組織化の話を私がお聞きしたのは、この地域の教育学の担当者で、当時、愛知教育大
学の教授をしておられた安藤五郎先生が定年でお辞めになって、この地域の私立大学に赴任され、その安藤五郎先
生を中心にして、教育学会の場で全国的な組織化、そしてその下に地域の組織化を進めるという話があったようで
す。それに基づいて東海地区といいますか、全国を9つに区分して地域組織をつくるという取り組みがなされたと
いうことを聞いております。 
 ただ、その際、この中部、ないしは東海地区というのは幾つかの特殊な事情がありました。1つは、愛知県の教
育委員会を中心にして短大、4年制の大学に関する教育実習の調整をする協議会というのがありまして、既に教職
課程及び教育実習に関わる組織化が行われていた。そういう状況の中で、新たにこの地域の教職課程に関する組織
化をするというのは.二重組織になるというようなこともあって、なかなか参加する大学が難しい状況があるとい
うふうにお聞きしました。しかし全国的な動きに呼応して、この地域も1978年に東海地区教職課程連絡懇談会とい
う形で組織化が行われたという経緯をお聞きしております。この懇談会という形で設けられたことで、相当長くま
でその名前を使っていたのですね。全国的には各地区単位で協議会の地区組織、地域組織ということで整備されて
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なくて、東海地区だけが懇談会という名称を使っていましたし、また内部的な問題として、既に当初から短大が含
まれていましたし、それから全私教協に加盟していないけれども、東海地区の懇談会に加盟している大学もあると
いう形で、複雑な組織運営を取ることになっていました。 
 そういうことで東海地区は78年に発足をし、また全国が80年に発足した全私教協ともできるだけ足並みを揃えな
がら、この地域の事情に即した活動をするということで進められてきたというお話をお聞きしたり、私自身が参画
する中でそういう事情を存じております。その際に名古屋、それから愛知県を中心にして特に愛知県教育委員会の
影響の下で教育実習連絡協議会が強い影響力を持っていたために、それと一定の距離を置きながら教職課程を持つ
私立大学が独自の活動をする。常にそのバランスをどう考えるかということを意識しながら活動してきたように思
います。そのために他の全国組織と違いまして、教育委員会との関係をどのように持つのか。あるいはできるだけ
相互に教師教育に関して協力をする糸口をどこに作っていくのかということで各事務局担当の大学や運営委員会
でも常にそのことが話題になっていたように思います。 
 私が80年代の後半に愛知大学で事務局を担当する際に、この関係をいかに修復するかというよりも、関係づくり
をしていくかということを大きな課題にしました。したがって愛知県だけでなくて名古屋市、岐阜県、三重県の教
育委員会とできるだけ連携をして、この地域の教師教育を考えていくという形で講師にお招きをしたり、研究会を
持ったりするような努力をしたことを記憶しています。それがこの地域の協議会が結成され、そして独自の活動組
織をつくっていくときの大きな課題だったというふうに思っています。 
 
1988年免許法改正とその後 
田子 ありがとうございます。創設のころの東海地区の教員養成の組織、あるいはこの地区では短期大学の教員
養成の割合が高かったということもあって、独自に懇談会という形でこの会が進められたということ、そして渡邉
先生が80年代に事務局をお引き受けになられたときに、今まであった実習協議会と、後からスタートしてくるこの
東海地区の懇談会との関係をいろいろ改善していくということで事務局もどんどんお進めになったということで、
創設のころの様子がかなりよくわかりました。 
それでは私の思い出をちょっと紹介させていただきたいのですけれども、私は1988年に名城大学に赴任しました。
教職課程部という組織がございまして、13名くらいの先生がおられました。予算もかなり潤沢で、大変恵まれた環
境であったのだと思います。研究室の隣の隣に真野典雄先生という方がいらっしゃいまして、教育学、教育史の先
生ですが、その先生と次第によくお話しするようになりまして、真野先生によってこの東海地区の懇談会に招き入
れられることになりまして、それから全私教協のほうにも参加することになって、ずっと関わりを持たせていただ
いていて、そして今日まで来ています。 
私が名城大学に赴任した1988年というと、教育職員免詐法の改正になったときで、大変大きな改正でありました
ので、この懇談会にとっては大変大きな画期となった時だと思います。免許法が改正されて、各大学で課程認定を
得なければならないということになりますと、それまでの研究会などには参加者が数名という時もあったのですけ
れども、免許法改正を通じてのさまざまなことをテーマにしました時は教室がいっぱいになって、配布資料が全く
足りないというぐらい盛況となった思い出があります。この88年の免許法改正を経て、次第に大学の中での教員養
成ということについて各大学でそれぞれいろいろな取り組みが盛んになっていったような気がいたします。 
私が事務局を引き受けたのは96年の時になりますので、そのころのことはまたお話ししたいのですけれども、私
が事務局を引き受けたのは96年度から99年度までですが、この時も免許法改正がありまして、またその時にも大変
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さまざまな活動があったのではないかなと思います。 
それでは続きまして、宇田先生。 
宇田 南山大学の宇田でございますが、私が東海私教懇と関わりを持つようになったのは前任校であります三重
県の、現在、三重中京大学という名前に変わっておりますけれども、松阪大学に赴任しました直後のことだったと
思います。同僚の中井良宏先生が「東海私教懇に入るぞ」と言われ、なんか訳のわからないままにとにかくそうい
う組織があるんだなというようなことで、いつの間にか入っていたという状態であります。 
その後、平成12年、2000年に世話人の代表に就任させていただくことになって、その途中、急に南山大学に移る
話になりまして、急な話でしたので、そのまま事務局を三重から南山のほうへ移すということを思いついた。それ
でまた2年ほど南山のほうで事務局をやらせていただいたということでございます。私が代表を務めていた間とい
うのは、組織としてもう既にかなり安定して運営できる状態になっていったというか、大体形が出来上がっていっ
たという安定した時期だったのではないかなと思います。 
どんなことをやっておったのかなと、いろいろ思い出してみるのですけれども・・・･研究会では随分いろんな
テーマを扱っているのだと思いますが。採用試験に関する教育委員会との研究会だったり、教育委員会から情報を
いただく機会というのは、先ほど田子さんからもお話があったように、かなり人が集まる会であったなと、それは
印象に残っています。あと事務局についてはまた後で。 
田子 ありがとうございます。では続いて、酒井先生。 
酒井 いま東海地区の代表世話人をしていて、この5月の総会で交代させてもらえるのですが、代表世話人をし
ている酒井でございます。 
先ほど渡邉先生が1977年に愛知大学に赴任されたとおっしゃいましたが、私も77年、昭和52年、岐阜県にありま
す岐阜経済大学に、一般教養の教育学の科目の担当者として赴任して、その翌年に私の先輩である勝野尚行教授が
当時、岐阜経済大学にいらっしゃったのですが「東海地区にこの教職課程の連絡会ができるから、とにかく設立総
会にお前、行って来い」と。それこそ何が何だかわからないままに、設立総会にお邪魔してから、なぜか今日こう
いう状況で、時間が経つのが早いというか、不思議な感じがいたします。 
今言いましたように、今は名城大学なのですが、前任校が岐阜県にございました。岐阜県からこの東海地区の懇
談会への加盟校というのはそんなに数は多くありませんでしたので、この東海地区のいろいろな世話人会体制等の
中では岐阜から1校ぐらいどこか出ておいたほうがいいということなのかどうか、ずっと世話人はさせていただき
ました。が、代表世話人は今回2008年から名城大学に移ってからでございます。それまでは全私教協の関係で言え
ば、今はなくなってしまいましたが、総会に代わる決議機関として代議員会というのが全私教協ではずっと長くあ
りました。その代議員としてこの東海地区から全私教協に参加していたのはございますが、それ以外は主だったと
いいますか、何か役を引き受けてやったという記憶はございません。１会員校としていろいろ勉強させていただい
たということでございます。 
私は、先ほど言いましたように前任校ですが、初めて大学の教員として教職の教員養成に関わる仕事をさせてい
ただいた最初から東海私教懇、あるいは全私教協に参加させていただく機会をいただきまして、私の教員養成の物
の考え方、特に開放制の意義、そういったものについて基本的なところを教えていただいたのはこの組織だという
ふうに思っておりますし、また教員養成が何なのかということも、その議論の中で本当に基本的なことを教えてい
ただいたという気がしております。この組織が出来上がったころはやはり組織自体が新しいということもあります
し、しかも非常に個性豊かな、リーダーシップのあるというか、個性が強いというか、全国的にいろんな先生方が
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いらっしゃって、東海地区でも先ほどお話に出ました安藤先生を初め、いろんな方々がかなりのリーダーシップを
取ってこの会を運営されていました。その基本は、やはり日本の教員養成の原点である開放制の意義と、それを実
践するのは我々私立大学における教員養成課程なのだという思いを強く持っていらっしゃることが多うございま
した。そういう中で文部省の出してくるさまざまな教員養成政策に対して本来どうあるべきかということを常に議
論しながら、組織のあり方を考えていたということもありましたから、常に教員養成の原点を見直す訓練をさせら
れたなと思っております。 
今の私の立場といいますか、それから30数年経つということは、そういうふうにいろいろ教えていただいたこと
をこれから、と言っても残りは多くありませんが、何らかの形で継承していく上で何かのお役に立てればいいなと、
そんなふうに思っています。 
 
教員養成の課題‐これまでと現在 
田子 酒井先生から開放制の意義や教員養成のあり方ということについての基本を協議会に参画する中で深め
てきたというお話がありましたけれども、今日集まっているメンバーはみんなそれぞれそういう気持ちがあるので
はないかと思います。ひとまずご出席の先生方の当協議会との関係について関わりの深い思い出をお話しいただき
ました。今日お集まりの先生方は協議会の事務局をご担当のご経験をお持ちの先生ですので、それぞれ事務局をご
担当のころの教員養成の出来事、あるいは協議会の運営について大きな課題、そういったものを少し振り返ってい
ただきまして、お話しいただければと思います。 
それでは渡邉先生、いかがでしょうか。 
渡邉 先ほどは設立当初前後のお話をしましたが、教育学関係の学会で話題になったのは、多分70年代というの
は日本の高等教育が非常に拡大する時期ですね。そして教職課程の設置も急速に拡大するときで、いわゆる教員養
成の量的拡大の状況を踏まえて教育学関係者が質的な保証の確保をどうするかという危機的な意識があって、こう
いう全国組織、あるいはそれを支える地方組織を作るという動きがあったと思います。私もこの地域の事情を踏ま
えながら、短大、そして全私教協に加盟する大学と、そうでない大学も含めて、できるだけ広く、この地域で教職
課程を充実させていくための開かれた活動体として東海私教懇という事務局を担当したように覚えています。 
と同時に、先ほど田子先生からお話がありましたように、1988年、昭和63年に免許状の種類が3種類、専修免許
状、1種、2種という形で免許状の種類を大幅に変更する改革がありました。一方で、1991年に大学の設置基準が大
幅に改正が行われました。この前後で日本の大学は旧設置基準の下における大学教育から新設置基準に基づく大学
へ、つまり大学の高等教育の多様化に向けての大きな変動というのがあったと思うのですね。したがって教員養成
も、かつての旧設置基準の下になっている、エリート段階で高等教育の機関で教員を養成するという段階から、大
学そのものがマス化していく中で教員養成をするという状況において、質的な充実をどうするかという問題が大学
自らの問題としてあったということです。したがって私が事務局を担当しているときには先ほど申し上げましたよ
うに、教職課程の教員養成を各県教委とできるだけ協力して実態的に充実させていくことをどういうふうに組織的
に進めていくかということと、それから教職課程を持つ4年制大学、それから短大が東海私教懇では含まれていま
したので、これらが協力をしてどういう形で教員養成を質的に高めていくかというための研究会とか、あるいは課
題について議論するということを心がけたと覚えています。 
開放制教員養成制度を維持していくためには大学自らが大学教育の質的な充実と教員養成をしっかりと行う体
制づくりということが必要になってくる。なぜならば開放制の教員養成制度では設置基準で基準化された高等教育
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の質と合わせて、教職課程で教員を養成するということになっていたわけですが、70年代の後半からだんだん設置
基準の弾力的な運営とか、あるいは流動化に向けてのいろいろな設置基準の改正の議論が行われて、91年に本格的
な制度化が行われました。つまり各大学が大学の建学の精神に基づいて、相当大幅なカリキュラムの改編をするこ
とができるようになるということになって、いわゆる4年制の学部教育をどうするかということについて非常に多
様化が進むことが考えられました。そうすると、それを基にして教員養成をどのように接合して、より質の高い教
員養成をするかということが大きな課題として、私自身は意識していました。 
したがってこれは東海地区だけではなくて全国的な課題であったということもありまして、私は東海地区の事務
局だけでなくて、全私教協の運営委員会に出て行く際にも積極的にそういうことについて提案をしたり、あるいは
問題提起もしたように覚えています。そのことが結局、全私教協の研究ワーキンググループの組織的な研究活動に
参画することになりまして、研究グループの世話人を務めることになって、三度の態度表明の作成をするのに参画
した覚えがあります．その際の中心的な問題は、開放制の教員養成制度を維持しながら、大学の設置基準の改正に
伴う大学教育の多様化において、いかに教員養成を質的に維持し、また向上するかということが基本的なテーマだ
ったと思います。これが1990年前後ですね。ちょうど私が担当として愛知大学で10周年、10年目の全国大会を開い
た時にこうした問題をめぐって、相当活発な議論が大会の場で行われたことを記憶しています。 
ですから事務局として私が心がけたのは、この地域の特殊な組織をできるだけ開かれた組織として東海地区の3
県の県教委などと協力する糸口をつくるということと、質的な教員養成制度の向上について大学自らが大学の多様
化とともに教員養成をしっかり行うための研究を活発にするということが大きなテーマであったように思います。 
田子 渡邉先生が事務局ご担当だったのは何年からですか。 
渡邉 1980年代の末ですね。 
田子 いま渡邉先生から教員免許制度の改正ということと大学設置基準の改正ということが相前後して行われ
て、90年代から日本の大学というのは大学の基盤が変化していく中で、大学教育の多様化という中でどう質の高い
教員養成を行っていくのか。そのために大学はどんな自己改革、改善の努力をするか。そのことに対してこの協議
会の役割は、とご理解になって、いろいろな活動をすすめられたということをお話しいただきました。 
私が事務局を担当させていただいたのは、1996年から99年までの4年間でありますけれども、組織的に言います
と、全私教協の副会長校を94年、95年と私が勤務していた名城大学で担当しまして、続いて翌96年と97年と会長校
を担当していますので、94年ごろから99年まではずっと全私教協の活動と東海地区の活動に参画しております。で
すので渡邉先生がいま課題としてお出しいただいたことが次にどう進んでいったかというのを体験しているのが
私ということになると思います。 
88年の免許法改正というのは、免許法の歴史の中では歴史に残る改正であって、教育原理4単位、教育心理4単位
をメインとする戦後型の当初の免許法のカリキュラムから、「教職に関する科目」としては現在の形に近いものが
出来上がっていくのですけれども、これは養成の視点から見た場合は質を高めていくということに何とかしてもっ
ていこうという努力としてはわかるのですけれども、大学の中から見ると、カリキュラムもその学生の負担という
ものは相当大きいと思われていまして、88年の免許法改正というのはやはり賛成よりも反対の意見のほうが強かっ
たというふうに私は覚えています。 
私も先ほど申しましたように、名城大学に赴任したばかりの時ですので、まだあまりよくわからない段階で88年
の免許法改正に出会ったわけなのですけれども、加盟校が非常に熱心にその免許法改正の情報を得て対処していこ
うという熱心さを感じると同時に、もう1つ課題であるかなと思ったのは、何とかして免許法の基準を大学として
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クリアしていくための方法を考える場として、この協議会が見られていると。そのことはそれ自体としては悪いこ
とではないのですけれども、それだけで進んでいくと、課程認定をクリアするということが目的になってしまいま
して、課程認定をクリアするのは、やっぱりその大学として良い教員養成をするということのためのプロセスとい
いますか、手段ですので、その先のことをやはりこの協議会で議論しなければいけないのではないかなと思ってい
たところに、94年に名城大学で、当時の丸勢進学長がいらっしゃった時なのですけれども、全私教協の副会長を引
き受けてもらえないだろうかという打診がありまして、丸勢先生にお願いしたら、すごく積極的に二つ返事で引き
受けていただきまして、丸勢先生からいろいろなお話を聞きましたけれども、先生の学生のころのことから、名古
屋大学の工学部長などをお務めになって、大学改革についていろいろ思われることもお聞きしまして、やっぱり大
学全体の教育の問題と教員養成というものはしっかり融合して､これからの教員養成をやっていかなければいけな
いなということで､94年～5年ぐらいの時にはかなりやる気になっていたのを思い出します。 
それで96年から99年にかけて4年間事務局をやっていたのは、1つにはなかなか後を引き継いでくれるところが見
つからなかったので2期4年をやったというのがあります。今のように組織的に整っていませんので、世話人代表と
言っていましたけども、世話人代表は相当程度1人で仕事をしているような時代でした。98年の免許法改正ではご
承知のとおり教育実習の4週間問題というのが非常に大きな議論になった時なのですけど、これについてはニュー
スレター、表紙をつけて幾らか厚手のニュースレターを作って加盟校に配って、私の主観では大変好評だったと思
っているのですが、これを作るのも研究室で夜中まで1人でやっていました。今ではちょっと想像もできないかも
しれませんが、夜中まで1人で作って、郵便局まで持っていった記憶があります。 
それはさておいて、事務局をやっていた時の一番大きな出来事というのは、いま言いましたけれども98年の免許
法改正で、これは先ほど渡邉先生にもお話しいただいた88年に初めて大学院段階の教員養成ということで専修免許
制度ができるわけですけれども、これに引き上げていきたいという思いと、もう1つは90年代の日本の教育でいじ
め問題、ナイフ事件とか、今までにない質のものが次々に出てきてしまったために、教員の質の問題というのが非
常に大きな議論になりまして、本来であれば、88年の免許法が大改正ですので、これをもう少し長く続けるという
のが基本線だったと思います。大学院のほうにという話をしながら、実は教育課題への対応ということで、特に教
員の質の問題の議論の高まりというところから免許法改正を重ねてやっていくというのがありましたものですか
ら、大学の側はこの間課程認定を得て、最初の新免許法の下での学生が出て行ったなと思ったら、また免許法の改
正ということになりまして、しかも実習期間は延びるということで、どう考えればいいのか、考え方の整理という
ことで、かなり協議会は活発な研究会等を開いて、加盟大学の議論をいただいたと思います。 
こちらの98年の改正のころの東海私教懇の研究会の様子は、やはり88年の免許法改正のときと比較すると、かな
り加盟校の恒常的な参加がありまして、相当規模の研究会が行われていたと思います。このころになりますと、会
報「東海教師教育研究」に改称されまして、そうした免許法改正ということが伝えられたときに大学での教員養成
の質をどう高めていくかということについての研究活動が主に進んでいまして、今日このころの「東海教師教育研
究」をコピーして持ってきたのですけども、こちらを見ると、今日お集まりの先生方もお書きになっているのです
が、相当質が高かったと。自画自賛するわけじゃないのですけど、こういう研究活動があって、会の運営も進んで
いったという点では随分よくやったかなと思われます。自画自賛ばかりで。以上です。 
それではその後、2000年代に入るところで、宇田先生、いかがでしょうか。 
宇田 私のほうからはあまり教職課程の大きな話というのはできませんで、非常に小さな、つまらないことをし
ゃべりたいと思うんです。記憶に残っていることは、例えば東海私教懇の事務局をお引き受けするということにな
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ったときに、「通帳を作ってください」ということで、これは結構大変だったなという思いがございます。非常に
名前が長いのですね。20字近く、「その通り省略せずに書いてください」と銀行で言われまして、何回かこれを書
いたのですが、途中で間違って書き直しと、随分時間がかかった思い出があります。実は古い通帳をちゃんと取っ
てあるということがわかりました。 
先ほど申しましたように、松阪大学におりましたときに事務局をお引き受けしまして、そちらで2年、南山大学
に異動しまして、そちらでまた2年、合わせて2期4年間、2000年から2003年度までだったと思うのですけれども、
その間、何校か加入の働きかけもさせていただきました。新しく教職課程をつくられた大学に電話して、「東海地
区私立大学教職課程…」と、「それでわかるのかな」と思いながら、「こういう会がございまして」と言って「ご
加入いただけませんか」とやったことを覚えております。一方で、短大などで大学が廃止になりまして、それで抜
けられた大学もあったというように記憶しておりますけれども、そういう加入の働きかけをやって、その当時新し
く加入していただいたところはよく覚えております。 
あとは松阪に事務局があるということで、実際、研究会は名古屋でやるのが合理的であろうと。世話人会もそう
なのですけれども、世話人会は名古屋駅前のホテルの会議室とかを借りたりしてやっておりました。先ほどちょっ
とそのホテルの前を通ったら名前が変わっていましたけれども、そんなことをやっていました。研究会はどこで…
愛知大学をお借りしていたのでしょうか。多分そうだったと思うのですけれども、そんな状況で、そういう地理的
な苦労はありました。 
あと覚えていることとしては、全私教協の運営委員と世話人代表を合わせてやっていた年がどうもあったようで、
全私教協の運営委員のほうが大変だったかなと、そういう思いがちょっといたします。今思い出せるのはそんなこ
とでしょうか。 
もう1つだけ、20年以上多分世話人をやっていると思うのですけれども、途中で1回海外研究で1年か2年だったか、
多分2年抜けているのです。帰ってきたら、またいつの間にか世話人に名前が載っていまして、今もまだいるとい
う状況です。そんなところです。 
田子 本当にご苦労さまでございます。宇田先生が世話人代表をなさっている時に、南山大学で全私教協の大会
を開いておられます。25回大会でしたね、ありがとうございました。 
それでは酒井先生。 
酒井 私が2008年、9年、10年、l1年の代表世話人を務めさせていただいた4年間というのは、大学における教員
養成課程の専門職化といいますか、あるいは教員義成の質保証というものがかなり鋭くいろいろなところから問わ
れてきた。それはもう田子先生、渡邉先生のころからずっとそうだったわけですけれども、文部省の政策の急展開
がこの時期に特に進んできました。例えばお引き受けする直前には専門職大学院をつくり、教員養成の専門職化を
さらに明確に出すということが出されました。この専門職大学院に関して言えば、私立大学で単独でこれを開設す
るのはとても無理だということで、この東海地区としては連合大学院のようなものはできないだろうかということ
を田子さんが発案されて、その可能性を探って、いろいろなところにお話を聞きに行ったということを今でも覚え
ております。 
それからその後は教職実践演習への対応ということが非常に現実的な問題として加盟校の大きな関心に動いて
きましたし、それからもうご案内の免許更新制が導入される、そして現在、問題になっている教員養成の修士化と
いったような免許制度の大きな抜本的な改正の方向が検討された。このような形で、いわばこの30年間、多様性の
曲がり角ということは折々に言われてきましたが、その意味で大きな曲がり角に来ているかなと。あるいは中身の
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充実を実践的にどういうふうにつくり上げたかということが非常に大きな課題になってきていると。その課題の重
さ、大きさと、実際にこれだけの規模の加盟校が参加してくると、その加盟校の内部で抱えている現実的な問題、
先ほど田子先生も、かつては免許法をどうクリアするかというレベルでの議論がかなり大きな関心だったと言われ
ましたが、このごろはやっぱり課程認定、あるいは再課程認定における文科省のいわば指導というものに対して個
別の大学だけでは対応しきれない。そういったことへの対応についてお互い情報交換を深めながら、我々の足元へ
導入させていくという課題が加盟校の非常に大きな関心になっていると。 
そういう意味で言えば、年4回、これもこの間で定例化されてきましたが、ほぼ年4回の定例研究会を開催してい
ますが、そのうちの2回は必ず各加盟校が実際にそれぞれの教職課程の運営のあり方を充実させる上で抱えている
課題をお互いに情報交換しながら、時にはゲストをお招きしながら、そのあり方を検討していく、そういう形で地
道に教員養成課程の質の充実のためにお互い何をすべきかということを検討している段階かなという感じがして
おります。 
それと今、4回定例研究会が定着していると言いましたが、そのうちの1回は、これまで愛知、岐阜、三重の3つ
の県の教育委員会の担当者をお招きして当該年度の採用試験の状況、あるいは次年度の採用試験の方針等、あるい
は目指す教員像というものを教育委員会の立場からお話しいただいたり、養成にあたる我々の側からの考え方、あ
るいは意見交換をするという会に必ず1回を当てております。今年度からは名古屋市の教育委員会も含めて、4教育
委員会とそういう，情報交換の場が持てるようになったということで、やっぱりこれについても我々がどういう教
員を育てようとしているのか、学生諸君にどういう力を付けようとするのか、特に、ともすれば実践的指導力とい
いますか、方法論的なところが重視される状況の中で、持続的に一生涯にわたって教師生活を充実させるためには
やはり人間的な力とか、あるいは単に技術的な問題を超えた、より大きな教職に関する見識とか、或いはもっと基
本的に物事の理解の仕方、あるいはその教科の専門に関する基本的な力とか、より大きな力、まさに大学で養成さ
れる、その必要部分について改めて我々がどれだけその必要性に応えることができるかという大きな課題をいま突
きつけられていると、そんな感じがしています。 
おそらく宇田先生が全私教協の運営委員だったころではないかというふうに思うのですが、全私教協の事務局校
をローテーション化するということで関東が2期、関西が2期、それからその後で京都と東海地区がそれぞれ1回ず
つというローテーションで、東海地区にもいずれは全私教協の事務局が回ってくると。そのときに私は代議員で、
ああ、そうかということでフンフンと聞いていたのですが、何と10何年後にそれが現実になりまして、次年度はこ
の東海地区が全私教協の事務局校と、そういうふうな巡り合わせになりまして、そういう巡り合わせの時に私が今
ここにいるというのは時代の巡り合わせというのをつくづく感じている状況であります。 
田子 ありがとうございます。こうした事務局をご担当のときのことを時間の順にお話しいただきますと、東海
地区から見た日本の教員養成制度の歴史といいますか、その中で大学が何を課題としてきたのかということが非常
によくわかることになったかなと思います。時間が少しありますもので、もう少しこの30年のプロセスというか、
ここで入れておいたほうがいいことをお話しいただけたらいいと思います。それから最後にこれからの提言にいき
たいと思います。 
田子 東海地区とは少し事情が違うかもしれませんけれども、九州地区は地区としては九州地区協議会という名
称で、国立大学も含む組織を持っていて、よく聞いてみると私立大学だけの地区協議会というのはないようです。
名称として九州地区私立大学協議会という名前を使うときはあるようですけれども、実態は国立大学も行っている
地区協議会1本、それだけのようです。で、私が事務局を引き受けていたころに既に会長ポストはこの協議会の中
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にはありませんので、会長校といいますか、会長を決める必要があるのではないかと思います。実際上の問題から
も、やっぱり何か文書をつくるときに「代表者はおりません」というような話になってしまいますので、実際の代
表は世話人代表なのですけれども、私も文書を作る時などに会長は必要ではないかなと思ったことはあります。時
期的にも、もう30年の記念の座談会ですが、これは正式に言いますと、先ほど申しましたように35年ぐらい経って
いますので、そろそろ組織体制の見直しといいますか、次の世代の組織に移っていいのではないかなとは思います。 
渡邉 こういう全私教協と地区の協議会ですが、こういう組織の役割について、そもそも何のためにこういう組
織化をしていくのかということですよね。当初は先ほど紹介しましたように、やっぱり大学が拡大していく。それ
から教職課程の設置大学も拡大していく中で、やはり教育学関係の先生方が教職課程の開放制の意義をしながら、
質をどう維持していくのか、あるいは向上させていくのかという1つの大きな危機感があったと思うのですね。今
日の場合は、より一層、量的な拡大をし、また設置基準の改正と免許法の改正に伴って、教員養成そのものの各大
学の位置づけの仕方が非常に多様化しているわけです。そうすると改めて私たちは公教育の教員を、それぞれ多様
化していく中で、各大学の特色を生かしながら、どう現実の学校現場で求められている、あるいは社会の求める教
員を養成していくのかということがそれぞれの大学が問われると同時に、各大学がお互い情報交換しながら切磋琢
磨していくということが必要であると思います。もう1つはやはりこの間の制度改革も含めて、政策に対して私立
大学の、あるいは各大学の立場からしっかりと意思表示をしていくという役割もあると思うのです。そういう意味
ではもう一度、設置から30年経ったいまの状況からすると、全国組織と地域組織の役割というのは何かということ
を考えてみる必要があるように思うのですね。 
 今まではどちらかというと、全私教協などで収集した情報とか、あるいは全国的な動きの情報を各地域でもそれ
を提供しながら地域ごとの課題を検討していくというようなこともあったわけですけれども、その点、東海地区の
場合に中部地区という形で広がったときに中部地域という中での組織的な役割とか、あるいは組織での活動の意義
というのはどこにあるかと。おそらく中部地区になるまでは愛知県を中心にして東海3県という考え方が非常に強
くて、今度、全国組織の下部地域としての中部地区になったときにその役割は何かというようなことも改めて意識
しておく必要があるようにも思うのですね。 
 いま多分、田子先生が全私教協の研究グループで検討しておられて、なかなか研究の方向性を統一していくのは
難しいところがあると思うのですけれども、やはりこの時期こそ、私はある意味で開放制の危機だと思うのですね。
これまでは開放制と言っておれば一応良かったわけですけれども、しかし2007年の更新制の創設によってもう免許
が10年で期限を区切るという形になったわけですね。そうするとやはり採用、研修、養成、こういったものを連動
させながら、我々はどういう教員を養成していくのかということを考えていく必要があると思うのですね。そのと
きに先ほどの数字で見ると、中部地区は3分の1が全私教協に加盟してないわけですよね。13校と言っていましたね。 
 田子 2006年の古い記録なのですけれども、加盟大学は30で、内、全私教協加盟大学は20ですね。 
 渡邊 そうですね。3分の2弱、これはそれぞれの大学の事情があるのだろうと思うのですが、やっぱり教職課程
を持っている大学は公教育の教員養成にどういうふうに大学として責任を持った養成をしていくのかという観点
からすると、できるだけ地方だけの会員ということではなくて、やっぱり全国的に加盟をして、お互いに情報交換
をし、また共有を図っていくということが望ましいのではないかなと思うのですね。ですからこれはこの地域で設
置のときから短大も含めていたこと、それから当初の実習協議会が既にあって、新たに組織をつくるということで
二重組織化するのではないかという危惧もあって、当初のいきさつもあるのですけれども、できるだけ中部地域の
加盟校は全国に加盟するというように、やはりそれぞれの大学が日本の公教育の教員養成に責任を持って活動して、
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組織化を図っていくのが望ましいと私は思うのですね。というのは多くの情報は全私教協から何らかの交流をして
中部地域に共有しているわけですね。それをまた中部地域の中でまた二重組織になっているというところも、1つ
の組織矛盾であるようにも思うんですね。 
 酒井 1法人で複数の大学をつくっている大学が1つだけ加盟して、他は加盟しないと。こういうのが圧倒的なの
ですよね。大学毎に加盟しているのであって、法人で参加ではないので。 
 渡邉 私は92年の早稲田大学の12回大会で設置基準の改正がほぼ確定した後、大学が多様化し、流動化するとい
う前提で各大学が教員養成をどうするかと。開放制の教員養成制度を維持しながら、どのように各大学が責任ある
教員養成をするかということでシンポジウムを開いたんですね。それ以後、私は大学の中の事情で教職課程から離
れましたけれども、2008年に改めて学内事情で復帰することになりまして、改めて今の日本の公教育の1つの現状、
さまざまな学校教育の問題、それから社会の変化に対応する日本の教育の課題というのを考えると、それは教員養
成の特別委員会でも議論されているようですけれども、やはり全私教協、それから地区の連絡協議会も積極的にそ
ういう議論に参画していきながら、各大学が自覚的に公教育の教員養成にどう大学として責任を持っていくのか。
そういう議論の場をやっぱり積極的に作っていくような活動体でないと、規模は大きくなって、多様化していると
いうだけでは社会の変化で問われていることに応えていくことができないのではないかというふうに私は思うの
ですね。おそらくこのままでいくと、かなり厳しい内容の制度改革が出てきたときに、全私教協、それから各地区
の組織体が的確に対応できなくなってしまうのではないかと。私は10数年ぶりに復帰して、実態を見ると非常に心
配をしています。 
 
教員養成を行う大学の将来像 
田子 いま渡邉先生のほうから将来を見据えた東海地区、あるいは全国のこの協議会の組織のあり方ということ
が検討される時期にあるというご指摘です。 
これから少しお話を今までのことから将来のことに移しまして、これからの東海地区の協議会に対してのご提言
といいますか、あるいは具体的な課題ということでお話をいただければと思います。それでは渡邉先生はお話しい
ただいたので、私から。 
いま渡邉先生からは、組織として現在の大学のあり方に対して、きちんとその問題をつかまえて、問題を明らか
にして、それをこの協議会全体で議論できるような形に質を髙めていくべきだというご提言だと思います。 
今までを振り返って将来のこともお話ししたいと思うのですけれども、組織のあり方として大きく問われたこと
は免許法の改正と、それに伴う教育実習期間の問題というのが一番大きな問題ですけれども、それはちょっと置き
まして、もう1つのタイプのものとして、1つは介護等体験の実施ということがありました．これは1997年に介護等
体験特例法が成立しまして、98年の入学者から課せられているものなのですけれども、4年制大学の学生の場合は
2001年に初めて体験実習に行ったのですけれども、短期大学の学生は99年にもう既に行っております。このころの
ことを振り返りますと、東海地区もそうですけれども、今までは教育委員会や文部科学省との関わりにおいて教員
養成の制度を考えてきた協議会なのですけれども、社会福祉協議会や、各社会福祉施設との折衝ということを経て、
やはり私立大学の教員養成の特別なあり方というか、これを社会福祉の関係の団体や、各施設等と協力して進めて
いくという、私立大学の教職課程のあり方ということに対して、見方、考え方がだんだん深まったというか、相当
受け入れということでは数字的にかなり厳しいものがあったわけですけれども、そういうものを全国的にクリアし
ていくという経験を2000年に入るときに全私教協も東海地区も持ったわけです。 
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もう1つは、教員免許更新制の問題がありまして、教員免許の更新制は先ほど渡邉先生からもお話がありました
けれども、2007年に免許法の改正が行われて、2008年にいわゆる予備講習というものが行われまして、2009年度か
ら正式に実施されて、いま2012年ですので、4年目に入ってきているというところです。これはいろいろな議論が
あって、なかなか評価は難しい講習でもあるのですけれども、私は最初から、この免許更新制というのは担当する
大学にとっては初めて卒業生も含む一般の先生方と接する機会、接点を持つことになるので、これは教員養成とし
ても、あるいは教員研修に対しての大学の場としても、大学として大変重要な役割を果たす制度になるということ
で、いろいろ言っていたのですけれども、これは4年を経てだんだん定着してきたことではないかなと思います。
この経験もやっぱり始めることに大変だったので、まだ整理されていませんけれども、やっぱりこれを私立大学の
教員養成の質保証といいますか、それこそ質を髙めていくということで大変大事な経験を今しているのではないか
なと思います。 
それで将来ということなのですけれども、この図（略）があるのですが、これは18歳人口と進学率、教員免許状
の取得者数の推移ということで、この図の一番左側は平成39年、2027年までですけれども、ここで18歳人口は103
万人になっているのですけれども、これより数年しますと、日本の18歳人口は80万人台になります。そうしますと、
現在の日本の大学進学率は大学と短大合わせて56.8％ということで、当初の予定では今ごろ70％行ってるはずだっ
たので、相当低めに推移しているのですけれども、これが65％まで伸びたとして、80万人台になりますと、大学進
学者数は50万人台になります。そうしますと、いまの1年生の収容定員をはるかに下回ってしまいますので、日本
の大学というのは「20年後の大学と教育」という本が昔ありまして、そのころは経済発展に伴う大学のあり方、教
養の位置づけということが問題だったのですけれども、これから20年というのは人口減少社会の中で地域社会をど
う生きるかということももちろんありますが、その中で大学というものをどう維持していくかという大変大きな試
練がやってきます。私もこの20年後を見通した大学教育改革と教員養成ということを考えていく時期にもあるので
はないかと思います。 
そういうことで考えてみますと、やはりその大学として最も得意な分野に教育資源を集中していくということを
しませんと規模的に大学を維持できませんので、最も得意な分野を維持していくということと、教員養成としてそ
の各大学の大きな特徴を踏まえるということで、得意分野に集中した教職課程の運営の仕方に早めに切り換えてい
く必要があると思います。そうでないと、今のようにフルセットといいますか、これを各大学すべてが追求してい
るような状態になっているわけですけれども、いずれそれができない状態になります。そのときに大学が存続して
いなければ、この後のことは考えられないのですけれども、大学が存統している場合はやっぱり今言ったように、
その大学の得意な分野と教職課程のリンクということが必要になってきますので、いま教員養成改革の中で学長が
リーダーシップを持って、その大学の教員養成を運営していく組織を形成するということが前の中教審答申にも出
ていて、今回の教員養成制度改革の中では教職指導の組織をどう作っていくかということで今議論になっているの
ですけれども、そういうところを東海地区の大学では具体化していくような、その手はずといいますか、議論を、
この協議会ではそろそろやっていく必要はあると思います。そういうことによって、いち早く東海地区の大学と教
職課程が全国的に優位性を保って、これから発展していくということが一番大事なのではないかなと思います。 
民主党政権が登場して、6年制の教員養成への改革がマニフェストでうたわれました。このところから文部科学
大臣の諮問が行われて、中教審の教員の資質向上特別部会で主としてそれを担当して、審議を進めてきたわけです
けれども、この4月に報告がまとまっております。この報告によりますと、この教員養成の改革については2段階の
構えで改革を進めていくと。最初の段階は現在の制度の下での教員養成の改善ということで、養成の機関としては
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大学院専修免許にシフトしていくと。ある程度、大学院の専修免許の割合を深めて、もう1つは質保証制度の導入
で、課程認定制と許認可と質保証の並立というのは日本の教員養成制度のこれからの基準になっていくと思われる
のですけれども、今の問題は各大学へどういう影響が生じるかというと、この段階になりますと、大学院でもその
養成にシフトしていくことができる大学と、それは大学の主要なテーマではないという大学と2つに分かれてきま
すので、こうしたときに地域の私立大学全体で教員養成を支えていくということを考えた場合に、やっぱり大学間
の連携ということにカリキュラムも相互認織ということを含めて、教員となっていく学生の夢を実現するというの
が一番大きなテーマになるかと思います。 
もう1つは、今まではカリキュラム改革に対して大学の学則上のカリキュラムとして、どのように科目を設定す
れば単位認定が行えるか。免許法に定められている単位の認定を行えるかということが大きな課題だったわけです
けれども、これからはその段階を超えていって、大学の中でどういう教育をしていった場合に、どういう教員の養
成ができるのかということがはっきり説明できるという、そういう教員養成に対しての大学一体となった取り組み
というか、そういう次元にそれぞれの大学の教員養成を髙めていく。ここの協議をやっぱり東海私教懇で行ってい
くというのが大きなテーマではないかなと思います。それがこの協議会へ私が一番期待しているところです。 
では宇田先生からはいかがでしょうか。 
宇田 私自身はあんまり大きなお話はできないのですけれども、ずっと制度に振り回されてきているような印象
があります。「教育実習の期間が変わりますよ」とか、「介護等体験ができますよ」とか、いろいろ言われて、「そ
れは大変だ、対応しなければ」ということでバタバタと、どういうことができるのだろうかということで慌てて。
後手に回っていると言うのでしょうか、そういうことをずっとやってきたに過ぎなかったなと思って反省をするわ
けです。その意味で常に先手を打つというか、主体的に考えて、こういうことが必要なのだというような発想で乗
り切ればいいんだろうなとは思うのですけれども、なかなか簡単な話ではないと思うんですね。実は昨年度、私の
おります南山大学では文科省の教職課程の視察を受けまして、いろいろ指摘を受けて、今後その指摘に対応しなけ
ればいけないと、未だに書類を作ったり対応しているところです。そういう意味で、外から言われて、「こうしな
きゃいけないよ」というので対応してきたということが一番の反省点です。あんまり大したことが言えなくて。 
田子 今の先手を打つという大変良い提言じゃないかと思います。酒井先生。 
酒井 この組織への期待というよりも、この組織を構成している各大学のこれからの課題ということにもなると
思うのですが、先ほど渡邉先生が我々自身が公教育を担う、そういう責任ある組織として足元をきちっと見ながら、
あるいは全国的な動きの中でいろいろ提言できるような組織にならなければいけないということをおっしゃって
いただきました。その通りだと思うのですが、実際にこの間の世話人として各加盟校の状況を見ていますと、やは
り大学のあり方は実にさまざまです。 
特に一番大きな問題だと私が考えるのは、教職課程を運営する組織といいますか、母体が大学によって非常に異
なる。なかなか理想的な位置づけの大学は私立大学では難しいのですが、それでも大学の基本的な方針の下で教職
の担当者がある程度全体を見通しながら、教職課程について考えることができる、あるいはそれを許される、そう
いう大学と、いわば全く担当者任せというか、その時々の課題をただ追いかけていくだけの役割というような位置
づけしかない大学というのも現にあるわけですよね。これは大学の規模の問題ではなくて、基本的には各大学の教
職課程を設置するときの理念の問題であり、それについてどう責任を負うかという問題だと思います。やはりそう
いう各大学の教職課程についての位置づけのバラツキを少しやっぱり整えるというか、もっと基本をしっかりして
いかないといけない。 
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特に先ほど南山大学が去年というか、今年受けたと言われましたが、その中でもご指摘があったように、大学と
して教職課程をどう運営していくのか、組織について言及があったというふうに聞いております。これはやはり外
から言われて何か対応する、あるいはただ作文でこういう組織体を作っていますという問題ではなくて、実際に
我々自身がきちんと大学の中で基盤を持って、この仕事に取り組んでいくという基本的な体制がないと、やはり個
人でものを言うという時代ではないと思うのですね。やはり各大学の中でどういう教員養成をしたいかという議論
がしっかりできるということが集まって1つの大きな組織になっていくのだろうというふうに思います。 
そういう意味で言えば、これまでも一般的には言われてきたことなのでしょうが、これからは下手をすると教員
養成課程そのものを諦めざるを得ないような状況に追い込まれるようなときに、我々の依って立つ基盤をしっかり
作っていくということが非常に大きな課題になるのではないかなと。そういう意味でのお互いの経験と知恵を寄せ
合いながら、やはり加盟校の力量を髙めていくということが一番身近なところというか、近々の課題としてはそう
いうことがあるのではないかなというふうに実感しているところです。 
田子 ありがとうございます。これからに向けた基盤づくりというご提言でございます。渡邉先生、もう少し何
か？ 
渡邉 先ほどの田子先生からのお話の線で改革を進められていくと、大学間の連携ということの重要性というの
がしっかりありましたし、酒井先生のほうから各大学が教員養成について自覚しながらやはりお互いに切嵯琢磨し
ていく重要性というのを指摘されていましたが、私はその通りだと思いますね。私の大学でも改めて今度、教職課
程センターをこの4月から立ち上げました。準備に足かけ4年間ぐらいかけたのですけれども、結局、開放制の教員
養成制度という中で文科省の特別委員会なんかでも指摘していますが、資格が取れる大学とか、資格が取れる教員
養成という発想はもう行き詰まっているわけですね。現実の学校や親や社会は、やはり次の時代の子どもたちを育
てるために社会的に総合力が試されているというふうに私は思うのですね。そうすると各大学がやはり単に資格が
取れる、あるいは採用試験に有利であるか、有利でないかという話ではなくて、現実の公教育に責任ある教員養成
を各大学が個別でどういう体制で進めるかということと同時に、その限界を超える場合はお互いに連携し合うとい
う開かれた教員養成制度の充実を我々が図っていかないと、この開放制というのは制度的に一方で閉鎖制に変わっ
ていく可能性があると思うのですね。ですからその辺をよく踏まえて、我々、大学の教職課程関係者が自分の大学
はたまたま所属しているということですから、こうした全私教協、それから地区協議会が自覚して、それぞれの大
学の中で努力すると同時に、その制約なり限界を超えるための連携をどうしたらいいかということをさらに積極的
にお互いに情報交換し、また協力してそういう体制づくりを作っていくという組織の再編、強化を進めていく必要
があるのではないかと。そうでないと、今までのように免許が取れるという開放制のレベルでは結局その存在が社
会的に本当に問われる時代に入っているのではないか。これは子どもや親たちに応えていくためにも是非我々の全
国組織、地域組織が活性化することが不可欠だというふうに私は思います。 
田子 活性化の根本というのは、やはり教員養成に対しての熱意と自覚ということに尽きると。この協議会の30
年を振り返って、今日座談会をさせていただきまして、その熱意と自覚がどうやって深まっていったかということ
がとてもよくわかった、大変意義のある座談会になったと思います。これからの時代を見通しますと、先ほど各先
生からもお話をいただいていますように、人口減少の中での社会制度の変化ということに一番大きな理由がある教
員養成制度の改革ということも進んでまいります。これは外から来たものとしてとらえるだけではなくて、自分の
大学の問題として自分の学生たちにどのような指導をしていくかという問題としてとらえて、先手を打って、これ
からの仕事を進めていきたいものだと思います。今日は本当にどうもありがとうございました。【完】 
